
補助金交付にかかる空家等対策計画策定義務の見直し

指定都市市長会（神戸市）
令和４年７月
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重点番号43：空家等対策計画及び空き家対策総合実施計画の廃止又は空き家対策総合実施計画の策定のみを空き家対策総合支援事業の申請要件とすること（指定都市市長会）



現 状（空家等対策計画について）

空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年11月27日法律第127号）第６条
市町村はその区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施する
ため、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画（以下、
「空家等対策計画」という。）を定めることができる

約９割の自治体が空家等対策計画を策定済み、または策定を予定
※令和3年3月末時点

【出典】空家等対策の推進に関する特別措置法の施行状況等について（令和3年3月31日時点国土交通省・総務省調査）

２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。

一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その

他の空家等に関する対策に関する基本的な方針

二 計画期間

三 空家等の調査に関する事項

四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項

五 空家等及び除却した空家等に係る跡地(以下「空家等の跡地」という。)

の活用の促進に関する事項

六 特定空家等に対する措置(第十四条第一項の規定による助言若しくは指

導、同条第二項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条

第九項若しくは第十項の規定による代執行をいう。以下同じ。)その他の

特定空家等への対処に関する事項

七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項

八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項

九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項
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現 状（空き家対策総合支援事業について）

第25 空き家対策総合支援事業

１施行者及び補助事業者は、次項に規定する空き家対策総合実施計画に基づき、空き家対策総合支援

事業を実施することができる。

２空き家対策総合実施計画には、次の各号に掲げる事項を定めるものとする。

(1)計画の実施地区の区域

(2)基本的方針

(3)空き家の活用と除却に関する事項

(4)他の空き家対策に関する事項

(5)その他必要な事項

３空き家対策総合実施計画は、次の各号に掲げるところに従って定めなければならない。

(1)空家等対策計画に基づくこと。

(2)実施地区は、空家法第6条第2項第１号に規定する空家等対策計画に定める地区に含まれること。

(3)市区町村が策定する分野横断的な総合的計画に位置付けられること。

(4)̃ (6) 略

住宅市街地総合整備事業制度要綱

国の補助金（空き家対策総合支援事業）を活用するには、
空家等対策計画に基づいた「空き家対策総合実施計画」の策定が義務となっている。
（補助金を活用するためには、「空家等対策計画」と「空き家対策総合実施計画」の２つを策定する必要がある）
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協議会（法第７条）の組織・運営

空き家実態調査の実施

空家等対策計画の策定のために…

等の事務負担が、生じている。

パブリックコメントの実施･･･

※市長、地域住民、市議会議員、法務・不動産・建築・福祉・文化等
の学識経験者で構成（法第７条第２項）

課題認識（空家等対策計画策定にかかる過大な事務負担）
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上記の手続きは計画改定のたびに生じる。

※
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多くの項目で内容が重複・類似している。

「空家等対策計画」と「空き家対策総合実施計画」

・対象地区や空き家対策に関する基本的方針

・適切管理の促進に関する事項

・活用の促進に関する事項・・・

課題認識（両計画の重複・類似について）
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求める措置と見直しによる効果

求める措置

第２ 定義
$t～$v 略
四 空き家対策総合支援事業
空き家対策の推進に関する特別措置法（平成26年法律第127号。以下「空家法」という。）第６条第１項に規定する空き屋等対策計画（以下「空家等対策計画」という。）に
沿って実施される空き家対策であって、この要綱に定める空き家対策総合実施計画に従って行われる事業をいう。

（中略）
第25 空き家対策総合支援事業
１施行者及び補助事業者は、次項に規定する空き家対策総合実施計画に基づき、空き家対策総合支援事業を実施することができる。
２空き家対策総合実施計画には、次の各号に掲げる事項を定めるものとする。
(1)～(5) 略
３ 空き家対策総合実施計画は、次の各号に掲げるところに従って定めなければならない。
(1)空家等対策計画に基づくこと。
(2)実施地区は、空家法第6条第2項第１号に規定する空家等対策計画に定める地区に含まれること。
(3)̃ (6) 略

（参考）補助要綱改正イメージ

Ø （法・要綱から）空家等対策計画及び事業実施計画の策定に関する規定を削除する。

Ø 空き家対策総合支援事業の補助金交付に係る要件から、空家等対策計画の策定を削除する。

次のうち、いずれかの措置を求める
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求める措置と見直しによる効果

空家等対策計画策定にかかる様々な（協議会の組織・実態調査の実施・パブコメ等）

事務負担が軽減

管理不全空家空地の解消及び発生抑制、市民の安心安全の確保という基礎自治体とし

ての役割（特定空家等への指導等）に注力することが可能に

見直しによる効果
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関係法令
〇空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26年11月27日法律第127号）
(空家等対策計画)
第六条 市町村は、その区域内で空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、基本指針に即して、空家等に関する対策についての計画(以下「空家等対策計
画」という。)を定めることができる。
２ 空家等対策計画においては、次に掲げる事項を定めるものとする。
一 空家等に関する対策の対象とする地区及び対象とする空家等の種類その他の空家等に関する対策に関する基本的な方針
二 計画期間
三 空家等の調査に関する事項
四 所有者等による空家等の適切な管理の促進に関する事項
五 空家等及び除却した空家等に係る跡地(以下「空家等の跡地」という。)の活用の促進に関する事項
六 特定空家等に対する措置(第十四条第一項の規定による助言若しくは指導、同条第二項の規定による勧告、同条第三項の規定による命令又は同条第九項若しくは第
十項の規定による代執行をいう。以下同じ。)その他の特定空家等への対処に関する事項
七 住民等からの空家等に関する相談への対応に関する事項
八 空家等に関する対策の実施体制に関する事項
九 その他空家等に関する対策の実施に関し必要な事項
３ 市町村は、空家等対策計画を定め、又はこれを変更したときは、遅滞なく、これを公表しなければならない。
４ 市町村は、都道府県知事に対し、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関し、情報の提供、技術的な助言その他必要な援助を求めることができる。
(協議会)

第七条 市町村は、空家等対策計画の作成及び変更並びに実施に関する協議を行うための協議会(以下この条において「協議会」という。)を組織することができる。
２ 協議会は、市町村長(特別区の区長を含む。以下同じ。)のほか、地域住民、市町村の議会の議員、法務、不動産、建築、福祉、文化等に関する学識経験者その他の市
町村長が必要と認める者をもって構成する。
３ 前二項に定めるもののほか、協議会の運営に関し必要な事項は、協議会が定める。
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関係法令

第２定義
この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定
めるところによる。
一～三（略）
四 空き家対策総合支援事業
空家等対策の推進に関する特別措置法（平成26 年法律第127 号。以下「空
家法」という。）第6 条第1 項に規定する空家等対策計画（以下「空家等対
策計画」という。）に沿って実施される空き家対策であって、この要綱に定
める空き家対策総合実施計画に従って行われる事業をいう

第25 空き家対策総合支援事業
１施行者及び補助事業者は、次項に規定する空き家対策総合実施計画に基づ
き、空き家対策総合支援事業を実施することができる。
２空き家対策総合実施計画には、次の各号に掲げる事項を定めるものとする。
一計画の実施地区の区域
二基本方針
三空き家の活用と除却に関する事項
四他の空き家対策に関する事項
五その他必要な事項

３空き家対策総合実施計画は、次の各号に掲げるところに従って定めなけ
ればならない。ただし、第６項第二号チに規定する実態把握を除く。
一空家等対策計画に基づくこと。
二実施地区は、空家法第6 条第2 項第１号に規定する空家等対策計画に
定める地区に含まれること。
三市区町村が策定する分野横断的な総合的計画に位置付けられること。
四実施地区内において空き家対策に取組む民間事業者等を構成員とす
る協議会等の意見を踏まえるなど協議会等と連携して策定すること。
五実施される事業の実施主体及び事業期間を定めること。
六次の各号の全ての取組みが行われること。
イ普及啓発、ワンストップの相談窓口の設置その他の空き家の発生
を抑制する事業、隣地取引のコーディネートその他の空き家の除
却を支援する事業、空き家の活用を支援する事業等の総合的な取
組が市区町村により行われること。
ロ空き家やその跡地を利活用する取り組みが民間事業者等により行
われること。

４地方公共団体は、空き家対策総合実施計画を定め、国土交通大臣に協議
の上、提出することができる。
５～７ （略）

〇住宅市街地総合整備事業制度要綱（最終改正令和４年３月31日国住市第96号）【抜粋】

9

2
9



耐震改修促進計画を廃止し、同計画の策定を
社会資本整備総合交付金の要件としないこと

令和４年６月
神戸市
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重点番号55：耐震改修促進計画を廃止し、同計画の策定を社会資本整備総合交付金の要件としないこと（神戸市）



◆社会資本整備総合交付金交付要綱 第８
次の各号に掲げる事項を記載した社会資本総合整備計画を作成し提出するものとする

◆交付要綱附属第２編 交付対象事業の要件
２．耐震改修促進計画等
次の各号に掲げる事項を定めた耐震改修促進計画を定めるものとする
３．事業の実施
耐震改修促進計画等に掲げる事業を実施すること

（現状）
●耐震化促進のため、社会資本整備総合交付金の住宅・建築物安
全ストック形成事業（住宅・建築物耐震改修事業）を活用

（課題）
●交付金の活用には２つの計画が必要
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●（法・要綱から）耐震改修促進計画の策定に関する規定を削除する。
●社会資本整備総合交付金の住宅・建築物安全ストック形成事業（住
宅・建築物耐震改修事業）を活用するにあたり、耐震改修促進計画への
所要の記載を要件としないこと。

（提案内容）

◆改正イメージ
交付要綱附属第Ⅱ編 ２．交付対象事業
現在 : 次の各号に掲げる事項を定めた耐震改修促進計画を定めるものとする
変更後 : 次の各号に掲げる事項を定めた社会資本総合整備計画を定めるものとする
交付要綱附属第Ⅱ編 ３．事業の実施
現在 : 耐震改修促進計画等に掲げる事業を実施すること
変更後 : 社会資本総合整備計画等に掲げる事業を実施すること
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●交付金活用のために耐震改修促進計画に所要の事項を記載する
必要がなくなる

（効果）

◆説明
交付金は随時、新規事業や事業内容の変更があり、それを活用するため、耐震改修促進
計画の変更が不要になれば、社会資本総合整備計画の変更だけでよくなる。
事務負担が減ることで、より市民への耐震化補助や相談、情報発信等に重点を置くこと
ができ、市民サービス向上につながる。
（耐震改修促進計画は策定・変更にあたり、関係機関との協議や行政手続き（パブリック
コメント等）を経て定めるものである。）
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